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1 海外の文献については Berger et al.(1999)を参照のこと。 
2 堀(1998)や播磨谷(2004)が詳しい。 
3 Hosono(2007)の手法を信用金庫に当てはめたのが坂井他(2009)である。 
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 Berger et al.(1999)は前者に注目し、合併の動機として、①価格支配力を向上させたり経営
効率を向上させることで株主価値を上昇させる動機（株主価値最大化仮説）、②経営者が独自の
目的を追求する動機（帝国建設仮説）、③金融システムの安定化と“too big to fail”などに起
因する規制当局の再編動機（地域金融システム安定化仮説）をあげた。 










 再編形態別では、対等合併が 8ケース・16行、吸収合併 23ケースのうち吸収した合併行が
23行、吸収された被合併行は 9行、また比較対象行は 73行（地銀 47、第二地銀 26）である7。







7 近畿大阪銀行は 2000年 4月に近畿銀行と大阪銀行が対等合併の後、2001年 2月になみはや銀行を吸収
合併した。本稿では存続行の近畿大阪銀行は対等合併として扱った。また、東京スター銀行は 2001年 6月に
アメリカの投資ファンドが東京相和銀行より営業を譲り受け、新たに設置された第二地銀である。2003年
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 再編後存続銀行の本店所在地を元に、全国 8地方区分で見ると、北海道 1件、東北 5件、関































                                                                                                                                                        
3月に中部銀行を吸収合併した。本稿では東京スター銀行は特殊ケースとみなし、サンプルからはずした。 
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の施策に依存している。なお記載していないが貸出金でも同様の傾向がみられた。 














































図表２－１ 効率性指標の推移 －被合併行のケース－ 




















                                                          
10 再編前年の再編行指標値は次のようにした。A行と B行が合併し C行となる場合（対等合併）、当該値
は再編前年の A行および B行のそれぞれの値とした。また、D行が E行に吸収され存続行が E行となる
場合（吸収合併）、当該値を再編前年の D行および E行のそれぞれの値とした。つまり、一つの再編ケー
スから少なくとも 2つ以上の指標データが作成できる。先行研究の当該値は、対等合併・吸収合併双方に
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図表２－２ 収益性指標の推移 －被合併行のケース－ 
































―  ― 47
たとみなして良いだろう。 
 
図表２－３ 健全性指標の推移 －被合併行のケース－ 













図表３－１ 効率性指標の推移 －合併行のケース－ 
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図表３－２ 収益性指標の推移 －合併行のケース－ 
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図表３－３ 健全性指標の推移 －合併行のケース－ 

















図表４－１ 効率性指標の推移 －対等合併行のケース－ 
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図表４－２ 収益性指標の推移 －対等合併行のケース－ 





































図表４－３ 健全性指標の推移 －対等合併行のケース－ 
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